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世紀を「真の子どもの世紀」に！！

1 9 世 糸己末にス ウェーデンの思想家エレン・ ケイは彼女の著書

『 子ども（児童）の世紀』（19 0 0 ）で「2 0 世紀を子どもの世紀に」

と訴えま した。それか ら1 0 0 年。 2 0 世紀末には子どもの権利条約

が国連で採択され、世界各国で批准が進む一方で、児童労働、性搾

取、紛争地域での子ども兵士、ス トリー トチル ドレン、虐待、差別、

精神的自由やプライバシーの侵害、教育の荒廃（い じめ、体罰e tc．）

など、子どもをめぐる困難な状況は依然として続いています。

どれもとてもやっかいな問題ばか りですが、これ らを 1 つ 1 つ解

決していくことな しには 「真の子どもの世紀」にはな りえません。

問題を解決するための第一歩は、このような子どもを巡る状況、

また解決に向けて動いている大人・子どもたちの5吉動を知ることで

す。

このような認識のもとで、ニュースレターは今後も国内外の子ど

もの権利に関する情報を収集 し、発信していきます。

新世紀を機 に、紙面構成を以下のような柱立てに改めてみました。

世の中の動きに応 じて、国内外問わず、旬の情妻板を抜いま

す。

オンブズパーソン制度やチャイル ドラインなど、各地域で

進む子どもの救済に関する記事を掲載します。

各地域で進む子どもの権利条例づくりの進行状況を報告 し

ます。

子どもの権利に関するイベン ト・講演会・学習講座の報告

を参カロ者 に して も らい ます 。これ か ら行 われ るも のにつ いて

はその告 矢口も します。

ここでは主に活動をしている子どもたちに活動紹介をして

もらい ます。
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①子どもの商業的性的搾取に対する

国内行動計画 に関して ／2

②有害社会環境の規制に向けた動きに対 して ／2

③子どもの権利委員会の一般的採択について ／3

（ 彰子どもに関する国連総会特別会期の開催について ／4

（ 参日本 フ リース クール ネ ッ トワー ク立ち上 げ ／5

①「J】l崎市子どもの権利に関する条例」が成立 ／5

（ 彰子どもの権利検討委員会を設置 ／5

（ 丑「国際シンポジウム 子ども達のこと

地域で考えよう」報告 ／6

②全国教研～平和・人権・環境・共生の

2 1世紀へ～に参加 して ／6

（ 》チル ドレンズ・エクスプレス東京支局オープン ／7

カッ ト／ 国武 美佐

／7

／8
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行動できる行動計画を求めて

一原則・予算・評価機関を組み込んだ行動計画が必要だ一

森 実 （工クパット・ジャパン・関西）

1 ．寄せ集め的な行動計画政府案

2 0 0 0 年 1 2 月中旬になって、外務省は、「児童の商業的性的搾取

に対する国内行動計画 （案）」（以下、「日本政府案」と略 します）

を市民団体に示 してきました。

政府によるこうした行動計画づくりは、「第 1 国子どもの商業的

性的搾取反対世界会議」（1 9 9 6 年、ス トックホルム）が採択 した

「 行動のための課題」という文書が謳 っていたものです。同文書は、

「 実施の目標及び時期の設定が伴った国内行動アジ工ンタ及び進捗

評価指標を2 0 0 0 年までに策定する」と述べています。2 0 0 0 年ま

でに行動計画をつくることを会議への参加国すべてが約束 したので

す。この会議には世界から、日本を含む 12 4 カ国の政府代表が参

加していま した。2 0 0 0 年 8 月 1 0 日現在で行動計画を策定済みの

政府は2 9 カ国であり、日本はこの2 9 力国 に含まれていません。

ですから、お くればせながらも日本政府による行動計画づくりが

始まったのは喜ばしいことです。子どもの商業的性的搾取という観

点から政府の施策が整理されたことはこれまでなかったでしょう。

しか し、日本政府案では、ス トックホルム会議の「行動のための

アジ ェンダ」 で大 きな柱 とされ ていた 、間置喜解決 のため の 「子 ども

の参加」が、柱ごと除かれています。また、基本的な考え方や目標、

時期の設定や評価の指標などがかかれておらず、体系性を欠いたま

ま各省庁が実施する個別の事業を寄せ集めるにとどまっています。

2 ．エクパット関西の行動計画案

私たち工クパ ッ ト関西は、すでに2 0 0 0 年 10 月 に国内行動計画

案を発表していま した。そこでは、次の 7 原則を掲げています。（丑

被害の現実か ら出発する。（卦加害者は処罰されなければならず、被

害者は処罰されてはならない。③子ども虐待・搾取全般を土台に商

業的性搾取という問題をとらえる。（彰子どもや若者の自己決定と参

加を尊重する。（彰市民個々人や市民団体との協力を重視する。（む人

権に関する教育を推進することと結合する。（∋国際協力を推進 しな

〓
■

■
■

■

● ■ 報

2

がら取 り組みを進める。

このような、取 り組みの原則に当たる内容は、日本政府案では打

ち出されていません。そのため、各省庁からあがってきたと思われ

る具体的施策には整合性の欠ける内容がいくつも含まれています。

たとえば、「子どもの権利」という観点か ら進められるべき計画が

「 子どもの非行防止」という観点に立っていたり、「子どもの被害」

という観点が全面に出されるべきところが「子どもにとっての有害

情報の問題」とされていたりするのです。

私たちは、上のような「原則」に加えて、「年次予算」、「N G O

を含む評価機関」、という三つを明記 した行動計画を求めるもので

す。これら三つのうち、いずれを欠いても行動計画は具体化されに

くくな ります 。 加え て 、ス トック ホル ム会 議以 後重 視 さ れて き た

「 子どもと若者の参加」を大きな柱として盛り込むことを求めます。

3 ．第 2 回横浜会議にご注目を

日本政府は、 2 0 0 1年 1 2 月 1 7 ・ 2 0 日に横浜で「第 2 国子ども

の商業的性的搾取に反対する世界会議」を開催することを、2 0 0 0

年5 月に発表 しました。日本政府案策定も、この発表のあとで進み

ました。この会議に多 くの人が注目し、あわせて国内行動計画がど

のよ うな 内容 になるの かと いう点も監 視 して くだ さる ことを期 待 し

てい ます 。

＊工 クパ ッ ト関西 の活動 につい ては、私 たちの ホームペ ージ

h ttp ：／／te n k o m o「i．0「g ／e c p a t．h t巾をご覧 くださ い。ま た、エ クパ

ット関西作成の冊子『約束を果たすために一日本での取り組みと第

2 回世 界会 議 に向 けて』（2 0 0 0 年 ）、『レジ リ工 ンシ ーか らフ ァイ

ティン クス ビ リツ トヘ ーフ ィ リピンの子 ども性 虐 待へ の取 り組 み』

（ 2 0 0 0 年）も、ご注文いただければ実費でお送りします。

工クパ ット関西事務所 ：

〒5 4 0 －0 0 1 2 大阪市中央区谷町 1－7 －4 M F 天満橋ビル 6 階

オフ ィスオルタナ テ ィブ内 、fa x ：0 6 －4 7 9 0 9 2 5 0

青少年社会環境対策基本法に反対を！！

「 有害社会環境」の規制を問いただす青年会議

要 友 紀・子 （工クパット ジャパン・関西・ユース）

1 ．青少年社会環境対策基本法藁とは

今通常国会で三月下旬頃に、自民党から青少年社会環境対策基本

法案 （以下法案）が上程される見込みだ（民主党か らも代案として

子どもの権利条約 第54 号・ 200 1年 2 月15 日号

「 子ども有害情報からの子どもの保護に関する法律」が提出される

が紙面の都合でここでは自民案について。しかし両方とも法案の趣

旨に大差はない）。

この法案は、「青少年の健全な育成を柑．害するおそれのある社会



環境からの青少年の保護に閲 し、その基本理念を定め、国、地方公

共団体、事業者、保護者及び国民の責務を明らかにするとともに、

青少年の健全な育成を阻害するおそれのある社会環境からの青少年

の保護に関する施策を総合的に推進 し、もって青少年の健全な育成

に資すること」を目的とし、具体的には、青少年に「有害」な影響

を及ぼすと見られる事業者の「供給する商品又は役務 （サービス）」

に対 して、内閣総理大臣や都道府県知事が「指導」「助言」を行う

とともに、「必要な措置をとるべきことを勧告」でき、「正当な理由

なくこれに従わないときは、その旨を公表することができる」とい

うシ ロモノだ 。

2 ．法案の内容とその背景

「青少年の健全な育成」を妨げる商品・役務は、ポルノ、暴力的

逸脱行為・不良行為の誘発・助長するもの （十六条）としか掲げら

れてお らず かな りあ いまい で、 さ らに これ らの もの につ いて は、十

七条に規定する青少年社会環境対策センターという “検閲団体”の

設置により、調査・苦情処理・情報収集・啓発活動などが行われる

ことになっている（内閣府 （旧総務庁）の外事βである青少年育成国

民会議の構成員から成り立つと思われる）。

この法案がつくられた背景には、多発する少年の凶悪犯罪 （9 8

年、中曽根弘文参院議員が国会で神戸・児童殺傷連続殺傷事件いわ

ゆる酒鬼薔薇事件を取 り上げ、雑誌・テレビを規制すべきと訴えた）

と、社団法人日本P T A 全国協議会 （「全国会員数 1 2 0 0 万」が殺 し

文句） の声 （「子 ども に見せ た くない 番組 は ？」 と いうア ンケ ー ト

を保護者にとった）、青少年育成国民会議やその下部組織の働きか

けなどがある。

3 ．あ ちらこちらから上がる批判の声

この間、東京のあちこちで法案反対集会が毎週のように開かれて

いるが、 1月 3 1 日の出版労連の集会で都立大助教授の宮台真司氏

は、少年犯罪とメディアの因果関係について、「『有害情報』だと思

われるメディアを抑制すれば、過剰に暴力的でも性的でもない健全

な人間が育つであろうという『強力効果論』は、マスコミ効果研究

の1 0 0 年近い伝統の中で繰り返 し実証を試みられているが、一度

も実証されていない」、「悪影響論に基づく有害環境の抹消ではなく

て、（親の子どもに対する親権を根拠にすれば）子どもに見せたく

ないものを見せないで済む権利、どうしても見たいという人間は手

順を踏めば見られる、ゾーニングのロジック、つまり棲み分けの理

論に基づく基本的な合意が必要」 とし、「我々にとって、この複雑

な社会を生きる上で必要な作法というか知恵があるとすれば免疫

化。さ して重要でもないものを重要だと勘違いし、他人に迷惑をか

けたり自分の人生を棒に振るようなことが、時にはあってもいいと

思いま すが、あ ま りあ って はな らな い‥・。 これを 防ご うとすれ ば、

やはりものを見る目を養 う必要がある。そのためにはキレイなもの

もキタナイものも見て、それがなぜキレイなのかキタナイのか、そ

れを月府に落ちる形で理解 しないといけない」と訴えた。

また、2 月 2 日に行われた民放連のシンポジウムでは、萩原 敏雄

氏（日本テレビ放送網専務）が、日本P T A 全国協議会が行 った「モ

ニタリンクによるテレビ番組の実態調査」結果について、「子ども

に見せたくない番組 リス ト第一位の番組でも九割方の親は問題と思

わず、ベス ト1 0 の下位番組は数％の親 しか名指 ししていない。そ

もそも、見せたくない番組が『ある』と答えた回答者の中での％の

出し方はデータ解析と しておか しい」と批判。

青少年国民会議の下部組織である「大垣市明るい青少年都市市民

会議」（会長・小倉満市長）が集めた「青少年社会（有害）環境対

策基本法」（仮称）の制定を求める署名についても、自治会を通 じ

て、自治会長や班長へのお願いの文書と、署名用紙には法律の趣旨

は書いてあるが、法律の中身について具体的な記述はなかった。あ

る班長は「趣旨には問題がない。だけど、自治会を通せば署名を拒

みに くくな ると思 う。法律 の中身 が分 か らな いの に署名 させ ようと

いうのは無責任ではないですか」と問題性を指摘 しているなど、法

案の根拠に使われているいくつかの事柄は信憑性を疑われている。

4 ．反対の声を上げよう！！

上程までの問に、さらに集会・イベン ト、メディアの動きが活発

化し、法案の正体・ウソが暴かれることになるだろう。今後の動き

につ い て 詳 し く知 り た い 、 一 緒 に反 対 を した い と い う方 は 要

（ y ka n a m e ＠m b．in fo w e b ．n e．泊 まで ご連結 ください。

国連・子どもの権御重貝会、

「 教育の目的」について初の一般的意見を採択～あらためて問われる教育基本法「改正」論議

平 野 裕 二（AR C代表）

一般的意見

2 0 0 1 年 1月 2 5 日 （第2 6 会期）、国連・子どもの権利委員会が

初の「一般的意見」を採択した。

「一般的意見」（ge n e ra l c o m m e n t）とは、条約の特定の条項の

意義や機能、その実施のために必要とされる措置などについて、委

員会としての正式な解釈を示 したものである。そこに示された見解

は、厳密な意味での法的拘束力こそ有 しないものの、条約の規定に

関するひとつの権威ある解釈と して、締約国の政府や裁判所等によ

つて正当に尊重されなければな らない。

一般的意見第 1号のテーマには「教育の目的」（条約 2 9 条 1項）

が選ばれた。教育基本法「改正」を含む教育の反動的見直 しが本格

的に議論されようとしている時期にあって、まさに格好のタイミン

グで出されたものと言えよう。その意義としては、とりあえず以下

のようなものを挙げることができる（一般的意見の日本語訳全文お

よびさらに詳 しい解説は 『いんふ おめ－しょん 子 どもの人権連』

7 2 号参照）。

（ 1）2 9 条 1項が条約のその他の規定と密接に結びついていること

〔 6 〕、とりわけ教育においては子どもの 「人間としての尊厳お

子 どもの権利条約 第 54 号・ 200 1年 2 月15 日号J 詔



権利」と「最大限の、かつ調和のとれた発達」がもっとも重視され

なければならないことを強調 したこと。教育が促進する子どもの発

達は2 9 条 1項 （b） ～ （e） を考慮にいれたホリスティックな （全

体を視野にいれた）ものでなければならず 〔1・ 1 3 〕、「知識を蓄

積することに主たる焦点を当て、競争を煽り、かつ子 どもの過度な

負担につながるようなタイプの教育」は子どもの発達を深刻に阻害

する可能性があるものである〔1 2 〕。

（ 2 ） ライフスキルの習得をは じめとする子どものエンパワーメン

トが重視されていること。教育の「全般的な目的は、自由な社会に

全面的にかつ責任をもって参カロするための子どもの能力および機会

を最大限に増進することにある」〔 1 2 〕。そのためには、読み書き

の能力だけではな くライフスキル（日常生活で生じるさまざまな問

題や要求に対 して、建設的かつ効果的に対処するために必要な能力）

を習得できるような教育が重要である〔9 〕。また、「権利の実現を

学びかつ経験するプロセスの一環として」、学校 における子ども参

加が促進されなければならない〔8 〕。

（ 3 ）2 9 条 1項が教育制度そのもののあ り方を規律する規定である

ことを 、あ らた めて明確 に した こと 〔2 ・8 〕。「子 ども は校門 を く

ぐることによって人権を失うわけでは」ないのであって 〔8 〕、学

校は「人間的な雰囲気を醸成 し、かつ子どもがその発達しつつある

能力にしたがって成長できる」ようなものであるべきである〔1 2 〕。
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「 いじめまたはその他の暴力的および排他的慣行を容認する学校は、

第2 9 条 1項の要件を満たす学校ではない」〔19 〕。

（ 4 ）教育のプロセスそのものが2 9 条 1項に掲げられた教育の目的

と合致 したものでなければならないことを重視 していること 〔8 〕。

2 9 条 1項の規定は、教育に対する「バランスのとれたアプローチ」

をとること、「対話および違いの尊重を通 じて多様な価値観をうま

く調和させることができるアプローチ」をとることの必要性を認め

たものである 〔4 〕。学校で用いられる教育方法も「条約の精神お

よび教育理念な らびに第 2 9 条 1項に掲げられた教育の目的を反映

したもの」でなければならない し〔 1 8 〕、「子ども、親および教員

が教育に関わる意見を言えることを確保する」ためのモニタリング

も求 め られ る 〔2 2 〕。

（ 5） 2 9 条 1二頃の実施方法について、カリキュラム等の改定 〔1 7 〕、

教職員の研修 〔18 〕、包括的な国内行動計画の策定 〔2 3 〕などい

くつかの具体例を挙げたこと。

学習・教育の自由への配慮が充分でないことなどいくつかの問題

もあるものの、これまで教育の質的側面を充分に取り扱 ってこなか

つた委員会がこのような一般的意見をまとめた意味は大きい。教育

をめ ぐる日本の議論のなかでも充分に考慮されるべきであろう。

子どもに問する国連総会特射会期の問催

好 光 紀 （日本ユニセフ協会）

今年の 9 月 1 9 日－ 2 1 日 にか けて、ニューヨークの国連本部にお

いて「子どもに関する特別会期」の開催がユニセフと準備委員会に

よって進められている。これは約 10 年前に世界の首脳を集めて開

催された「子どものための世界サミッ ト」で提案された「子どもの

生存、保護、発達に関する世界宣言」とその行動計画の進捗を再考

察すると同 時に新たな スター トの機会 に しよ うとするもの である 。

過去の 10 年間において、「子どもの権利条約」が世界各国で承認

され、各国が行動計画の遂行に努力したにもかかわらず、いまだに

世界では5 歳の誕生日を迎えることができない乳幼児が年間 1，1 0 0

万人いること、 2 億 5 0 0 0 万の子どもたちが教育の機会を奪われて

危険な労働に従事させ られていること、過去 1 0 年間で2 0 0 万人以

上の子どもが紛争で犠牲になり、3 0 万人の子どもが兵士として従

事させられていること、世界の 1 2 億人（その半数が子ども）が 1日 1

ドル以下の貧困の状況での生活を余儀な くさせられているという現

実がある。

こうした現実を目の前にして、2 1世紀を迎えた現在、9 月 に予

定されているこの特別会期においては世界の首脳、国家元首、政治

のリーダーが一堂に会 し、2 1世紀の主役（現在の子 どもたちとこれ

から生まれてくる子どもたち）に向けての新たなる宣言と行動計画

が話 し合われる予定である。

1月 2 2 日現在 において、参加を表明 している国はアルバニア、

』子 ルバイ ジ ャン 、ボ リビア、 カナダ、 中国、 エクア ドル 、エ ジフ

子どもの権利条約 第 53 号・ 20 0 1年 2 月 15 日号

ト、フ ィンラン ド、フラ ンス、ガ ン ビア 、ガー ナ、 ジ ャマ イカ、 カ

ザフスタ ン、ケニ ア、ラオ ス、 リベ リア 、マ リ、メキ シコ 、モロ ッ

コ、ナイ ジェ リア 、パキ スタン、 パラ グアイ、ル ーマ ニア、 スウ ェ

ーデ ン、ベ トナムであ る。
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「 フリースクール全国ネッ トワーク設立鎗会に参加 して」

鳥 井 康 照 （早稲田大学大学院）

2 月 3 日、東 京で フ リー ス クール 全匡トネ ッ トワー ク設 立総 会が 催

された。設立にあたっては、 2 0 0 0 年7 月に日本が開催国となった

「世界フリースクール大会 （lD E C ）」 におい て、日本国内でのフリ

ースクール問でネ ットワークの確立が必要であるという認識がきつ

かけとなつた。設立の目的は、既存の子どもの場にとらわれず、多

種多様な子どもの成長を応援 し、新 しい学びをともに創 りあげてい

くことにあ る。現在 、国 内に散在 する フ リース クール は限 られ た予

算の中で、小規模に行っているところが多い。 しかし、全国で数百

とも いわれ るフ リー スクール ・ フ リー スペ ース が今後 、 このネ ッ ト

ワークに参加 し、活動を共にしていくことで、様々な可能性が広が

つてい くであろ う。

当日の司会進行は、ID E C でも実行委員を務めていた田中健一君、

まだ十代の若者だ。小学校5 年生の時か ら公の学校に行っていない

彼は、同年齢の高校生より、はるかに多 くの社会経験を積み、三深い

自己認識を持ち、教育を幅広い視野でとらえている青年だ。教育改

革が大人たちの鈍い反応を待つまでもな く、子ども自身の手によっ

て取 り組まれている姿に、新 しい時代の空気を予感させた、そんな

催しであった。

「 川崎市子どもの撥椰 こ附する条例」が成立（2000．12．21）

2 0 0 0 年 1 2 月 2 1 日、川崎市議会本会議で、「川崎市子どもの権

利に関する条例」が全会一致で可決成立しました。この条例は、同

日付で公布され、2 0 0 1年4 月 1 日から施行されます。今後は、こ

の「子どもの権利条例」を活かし、子どもの権利実現を支援するよ

うな施策の推進が求められます。

なお、『川崎市子どもの権利に関する条例』（全文）は、以下で閲

覧できます。

h t t p ノ／W W ．C it y ．k a w a s a k i．jp ／8 8 ／8 8 z in k e n ／h o m e ／k e n「i／

0 0 0 1 ＿0 0 1 ．h t m

担当 ：川崎市教育委員会

総務部人権・共生教育担当

（電話）0 4 4 －2 0 0 －3 2 7 3

（E －m a iけ 8 8 z in k e n ＠ c ity ．k a w a s a k i．jp

子どもの権科検討委貝会を設置～岐阜県多治見市～

内 田 塔 子 （子どもの権利条約ネットワーク運営委員）

2 0 0 1年 1月 2 3 日に、山支早県多治見市で、子どもの権利条例づ

くりにむけた「子どもの権利検討委員会」が発足 しました。

すでに川崎市・箕面市等わずかな市で子 どもの権利条例を制定、

あるいはそれに向けて本格的に取り組む自治体が増えつつあるな

か、同市では、1 9 9 4 年に子どもの権利条約が国内批准されてから、

条約の趣旨を踏まえた施策の推進が必要との認識のもとに、子 ども

の権利に関して、次のような取り組みが行われてきました。

（ 〇リー フ レッ ト「知 ってい ます か ？子 どもの権 利条約 」の全 戸配布

（1 9 9 7 ．2）

（ 彰子どもの権利に関するフォーラム・講演会の実施 （ 1 9 9 8 ．3 、

1 9 9 9 ．3）

③「た じみ子 ども議会」（ 1 9 9 9 ．1 2 ）「子 ども会 議 2 0 0 1 」

（2 0 0 1．3予定）「西寺市長と語る ！座談会」（2 0 0 0 ．9 ）の開催

（彰子どもの権利に関するアンケー トの実施 （2 0 0 0 ．6 ）－－一子 ども

5 0 0 人おとな5 0 0 人対象・7 0 ％回答 （現在分析中）
●

⑤19 9 6 年 9 月に策定され、現在計画期間が終了 している「多治見

市児童育成計画」（当時は福祉推進課、現在は福祉企画課が担当）

を、子どもの権利の視点を入れた新たな計画策定のために見直す

⑥2 0 0 0 年 12 月議決の第5 次多治見市総合計画基本計画において

「子どもの権利の保障」を位置づけるとともに、平成 1 3 年 1 月決

済の同基本計画において「子どもの権利条例の制定」を明示

検討委員会の構成メンバーは15 名。多治見市内の学校長、教諭、

生活指導主事、児童委員、教育委員、人権擁護委員、子ども相談セ

ンター所長、有識者の他に、 5 名の公募委員が市長か ら委嘱される

形で委員会を構成、すでに話 し合いが始められています。

今後は、子どもの権利条約をより効果的に実施していくための有

効な手段として子どもの権利条例の制定を位置づけ、条例制定に向

けた検討を具体的に進めていくことになります。また、それと並行

して、昨年実施 したアンケー ト調査の結果を分析して子どもの権利

にかかる現状把握に努め、大人・子ども両者の権利意識向上のため

に、継続 してフ ォーラムや講演会を開催 していく予定になっていま

す。

子どもの権利条約 第 54 号・ 20 01 年2 月 15 日号 ∠』



監貰

「 国際シンポジウム 子 ども達のこと地域で考えよう」報告

（1／2 9、東京・町田）

林 大 介 （子どもの権利条約をすすめる町田の会・代表）

日本では現在、 1 0 代 の青少年による動向が様々なところで…主目

されていますが、アメ リカの地域社会では、 N P O （非営利団体）

が青少年問題に関して積極的にかかわり、警察・司法・医療行政 ・

社会福祉行政、そ して家庭と連携を保ちながら取り組み、成果をあ

げています。

そ う した中 、ア メ リカ で3 0 年 以上 にもわた って活動 を して いる、

青少年 団体 「ハ ックル ベ リー・ ユー ス・ プロ グラム」（ア メ リカカ

リフオル ニア州 サ ンフラ ンシス コ）の理事 、ア ー ノル ド・パー キン

スさんを招いての国際シンポジウムが、 1月2 9 日（月）の午後、

東京都町田市で開催されま した。（町田市内で活動 している市民に

よる「子どもを地域・ 社会で育てる会」主催）

「ハ ックルベリー・ユース・プログラム」は、 1 9 6 7 年 に設立さ

れた団体で、家出や家庭内虐待・精神障害のある青少年のためのシ

ェルター運営と、エイズ予防や教育を若者同士が教えあい、望まな

い妊娠の防止やメンタルヘルスといった青少年クリニック、の 2 つ

が主な活動内容です。警察が青少年をハ ックルベ リーに連れてきた

り、健康医療局が看護婦やカウンセラーを派遣 し、社会福祉局が家

出青少年のフォローや性的虐待・家庭内虐待をうけた子どものサポ

ートをするソーシャル ワーカーを派遣するなど、行政との連携を重

視しながらも、N P O と して創造的かつ柔軟なサー ビスを提供 して

います。

報パーキンスさんは「家出をすることで家族に対 してメッセージを

送っています。若い人は自分を認めてもらいたいと強 く思っている」

と言います。また、ハ ックルベ リーでは 1 0 代 の青少年がピアカウ

ンセラーにな っており、「ハックルベ リーに来た若者は、私たちお

となよりも同じ世代の若者の声をよく聞 く。そ して適切な研修を受

けた若者は、おとな同様のカウンセリングをする。」 とも語 ってい

ます。青少年自身がもっている権利や人生を決定する能力を尊重し、

様々な動1幾をもって生きていることを尊重すること。この 2 点が青

少年にとって大切だということがとても伝わり、日本でも同様のこ

とが言 えると実感 しま した 。

最後 に日本の少年法改正問題に触れ、「子どもを成人と同 じ刑務

所に入れるのは良 くない。それでは社会が不健全になって しまう。

青少年を社会から隔離するのではなく、創意工夫で対処すべきで、

少年法改正 は良 くな いと思 っている」 と締め く くりま した。

今回のシンポジウムには、中高生のためのフ リースペースを開設

している方、警視庁少年センター所長、青少年問題特別委員会前委

員だった衆議院議員の方々からも報告がありま した。参加者も 5 0

名を超え、地域で子どものために何ができるのかを考える貢重な機

会で した。（このシンポジウムについての問合せは、「子どもを地

域・社会で育てる会」 T e l．0 4 2 －7 2 9 －2 2 9 6 まで）

日教組第50次教育研究全国集会（全国教研）

～平和・人権・環境・共生の2 1世紀へ～に参加 して
（ 1／27～ 1 ／30、東京）

吉 田 雪 絵 （子どもの権利条約ネットワーク運営委員・高校生）

熊本県・福岡県・川西市・川崎市の子どもたちと全国の教職員の

皆さんが、同 じ輪に入つて『学習内容』『いじめ』『校則』『体罰 ・

内申』の4 つの グル ープ に分・かれ て、デ イスカ ッシ ョンを しま した。

私は、熊本県の中学生の女の子と『い じめ』のグループデイスカ

ツシ ョンに参加 しま した。教 職員の 皆さん か ら、自分の身 近 に起 き

た『い じめ』の 問題 や、その 『い じめ』 をどの ように して解決 した

のかを、話 してもらいました。その話 には、自分の身近にはとても

考え られない ような 『い じめ』や 、その 『い じめ』に 関係 して いる

子どもたちの周 りにいる先生・親の 『ちか ら』の大きさを感じまし

た。

例えば、い じめられている子 どもに、友達でも先生・親でも、誰

かひ とりでも 自分の味 方 にな って話 を聞 いて くれた り、何 か を して

くれた りするだけで、その子どもは安心するものです。だから、い

じめられている子 どもの味方になってあげることも、『い じめ』解

決方法のひとつなのです。

『いじめの解決について一番大切なこと』は、「子どもはみんな

違う、そ の違 いを しつか りと解 って ほ しい 、その子 どもの こ とを し

つか りと矢口つて いれ ば、早 く解 決で きる と思 う」 とい う意 見が でま

した。その意見は、参加 した子どもも、大人も同 じでした。先生が

クラス 4 0 人の性格をきちんと理解 していれば、それだけで、子ど

もには『自分の味方』ができるのです。子どもの性格を知るために、

今す ぐにでき るこ とって何だ ろ う・…‥？そ れは、子 ども と話 をする

こと。

『い じめ解決』のために、今からできること、すぐにはできない

ことが ある けれど、な くな らない といわ れてい る 『い じめ』 に苦 し

んでいる子どものために、子どもの近 くにいる先生が子どもの味方

にな ってあ げられた ら、い じめの苦 しみ か ら助 け られ る子 ども はた

くさんいると思うので、少 しずつでも実現 していけたら良いと思い

ました。

6 子どもの権利条約 第 54号 ・2 00 1年2 月15 日号



いよいよC E 東京支局が問局 しました ！！

安 部 芳 絵 （C E 東京支局プログラム・アソシエイ ト、子どもの権利条約ネットワーク運営委員）

2 0 0 1年 1月 2 8 日（日）、前 日の大雪がまだ残る中、東京都渋谷

区広尾のC E 東京支局 （C E ：C h ild「e 什s Exp「es、チルドレンズ・エ

クスプレス）で、オープンハウスが開催されました。新世紀の幕開

けと共に活動を開始した、C E東京支局のお披露目のイベン トです。

C E ジ ャー ナ リス トで あ りC E ジ ャパ ンの 理事 長でも あ る前 田海 嘉

（ 1 6 才 ）からの挨拶ではじまったオープンハウスでは、ユニセフ親

善大使である黒柳徹子さんを迎えてのデモンス トレーシ ョン記者会

見や、「子どもの声を社会へ伝える重要性」「勉強と遊び、どっちが

大事 ？」 と題 したラ ウン ドテーブル が行 われ ま した 。 1 日で約 1 3 0

名の人々が訪れ、おとなの記者がC E ジ ャーナ リス トに質問をする場

面もあ ち らこち らで見 られま した。

現在、C E東京支局では8 才から 1 7 才までの3 4 名の子どもジャー

ナリス トが活 躍 してい ます 。 1月 に は話題 とな った映 画 『バ トル ・

『 季刊子どもの権利条紛』

（工イデル研究所、

■

第1 号

第2 号

第3 号

第4 号

第5 胃

第6 号

第7 号

第8 号

第9 号

第10 号

『 子 ども とおとなの パー トナー シ ップ』

『 子どもの居場所と学びを求めて』

『 地域・自治体と子どもの権利条例』

『 日本の子どもと世界の子どもをつなぐ』

『 子どもが力をつける権利学習』

『 採択 10 周年使おう ！子どもの権利条約』

『 子どもを支える地域のコーディネーター』

『 ス トップ ！体罰・虐待』

『 少年事件・性的虐待－その回復支援』

『 関係不全にいどむ一子どもの自治支援』

ロワイアル』に関連して深作欣二監督や、石井紘基衆議院議員への

取材などを行いました。

子 どもの 権利 条約 ネ ッ トワー ク とC ∈は 1 9 9 9 年 よ り覚 え書 きを

交わ して交流を進めてきま した。覚え書きの中のひとつの 目標は

C E 東京 支 局の設立でしたが、ようやくそれが現実となりました。

子どもの権利条約ネ ッ トワークか らは、代表の喜多明人が C E ジ ャ

パンの理事となっており、両団体は交流を更に深めて行く予定です。

子ども独自の視点が、閉塞感のある日本社会へ光 りを投げかける

目もも うす ぐで す。

C E東京支局 ：〒1 5 0 －0 0 1 2

東京都渋谷区広尾5 －2 2 －3 広尾西川ビル 8 F

T e l∴ 0 3 －5 7 9 5 －2 3 3 6 ／ F a x ：0 3 －5 7 9 5 －2 3 4 3

年4 回発行、 1 6 0 0 円）

子どもの権利条約に関する情報の提供、子どもとおとなの意見交

換、ネ ッ トワー クの確立 な どを 目的 と した雑誌 で、 19 9 8 年8 月 に

第1号が創刊されました（年 4 回発行）。

堅苦 しい解説型の教育雑誌ではなく、市民参加・パー トナーシッ

プ型雑誌で、家族・教育・福祉・少年司法・労働など、縦割 りにな

りがちな 「子どもの 問題」の ネ ッ トウーク を目指 して います。

魅力的な特集を毎号組むほかに、学校や地域・諸外国の取 り組み

の紹介や、「子ども悩む相談室」などを毎回収録 しています。定期

購読も募集中 ！！
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N C R C が後援・賛同・協力 し、参加 したイベ ン ト・会合などを掲載 しています。

20 0 1年 1月
※ 「O 」 は、事務所 開設 日 （月・金／ 13 ：0 0～ 18 ：00）

編集人のひとりごと（不定期） いまだ試行錯誤の只中にあり、まだ当分は只中にいますので、率直

5 0号 を機に、従来B 5版だったニュースレターをA 4版に改め、今 なご意見ご感想があれば是非お聞かせください。みなさんのひとこ

度は新世紀を機に、紙面構成を改めてみました。いかがでしたか。 とがニュースレターを大きく変える可能性大です。

丁
甲

七
・
一〇
月
畢
行
定
価

妄

0
0
円

㈲
年
間
雲

型
ハ0
0
0
円
肋
）

企
画
編
集

‥
〝
人
間
と
性
〟
警

研
究
協
議
会

編
集
長

‥村
警

浩

特
千
「
一〇代
の性」
、「
男
の
セク
シ
ュ
アリ
ティ
」、「
子育
て
のな
か
の性
」、「
マイノ
リ
ティ
の性
」を
嘉

倉叫干叫

醐
セ
ク
シ

ュ
ア
リ
テ
ィ

人
間
と
性
を
め
そ
る
教
育
と
文
化
の
総
合
情

報
誌

お問合せ二＝掴 臓
〒10 2－00 7 3千代 田区九段北4－1－1 1℡0 3（3 2 3 4）4 64 1

匡
子どもの権利条約 第 54 号・ 20 01年 2 月15 日号

「子どもの権利条約」Nn5 4

2 0 0 1年 2 月 1 5 日発行

★発 行（隔月刊）

子どもの権利条約ネッ トワーク

N e tw o「k fo「the  C o n v e n t i o n  o n  t h e

R ig h ts o f th e C h ild

〒105・0022 東京都港区ラ毎岸 ト6 －1－8 3 1

T EL  O 3 － 3 4 3 3 － 7 9 9 0

F AX  O 3 － 3 4 3 3 － 7 3 6 9
（ 事務所受付時間／月・金1 3 ：0 0 ～ 1 8 ：0 0 ）

ホームページ

h ttp：／／w w w ．n e．jp／a sa h i／C「C／n etw o rk／

★発行人 喜 多 明 人

★編集人 内 田 塔 子

★年会費 4 0 0 0 円 学生2 0 0 0 円

1 8 歳未満1 0 0 0 円

定期購読4 0 0 0 円

＊郵便振替 0 0 1 8 0 －2 －7 5 0 1 5 0

★印 刷 ㈱ 第一プリン ト


